
井原市における中核機関の
設置状況について

令和３年５月２８日（金）

井原市健康福祉部介護保険課 地域包括支援センター係

社会福祉士 井上 悟

井原市マスコットキャラクター

でんちゅうくん

～成年後見ステーションの取組を通じて～
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令和3年4月末現在

●人口 39,087人

●65歳以上人口 14,589人

●高齢化率 37.3%

●地域包括支援センター1か所

●権利擁護センター なし

●中核機関 行政単独直営

IBARA CITY
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井原市地域包括支援センター
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●市内唯一のセンター（直営）

市介護保険課内に係として設置

●事務職員3名、理学療法士1名、

保健師6名、介護支援専門員5名、

社会福祉士6名配置（R3.5.1現在）

●権利擁護相談（成年後見関係

含む）には社会福祉士3名が

他業務と兼務して対応



成年後見ステーション（中核機関）設置までの経緯①
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●令和元年7月以前 具体的設置イメージなし

⇒様々な中核機関に関する研修会には参加

関係機関の積極的な動きもあり、中核機関設置の

必要性は感じていたが、具体的に何をどうすれば

よいのかわからない･･･

●令和元年8月 岡山版中核機関設置マニュアル受領

岡山家庭裁判所のヒアリング

⇒既存の仕組みを活用して、中核機関の設置が可能では

というヒントを得る



成年後見ステーション（中核機関）設置までの経緯②
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●権利擁護アドバイザー等からの意見を取り入れながら、設置案を検討

⇒新しい取り組みを行うのではなく、既存の仕組みをなるべく活かした

設置を検討

●井原市の権利擁護支援体制の中心となっている、地域包括支援センターに

中核機関を設置することに

●既存の仕組みを活用するので、特段新しいことをする訳ではない

ただ「中核機関」を立ち上げたことを周知しても、市民の方に理解を

してもらえないのでは・・・

⇒中核機関に「成年後見ステーション」と命名

令和2年4月から設置スタート
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ステーションの周知・広報

●新しく設置したステーションを活用してもらうには、少しでも多くの人

への周知が必要

⇒活用できる様々なツールを用いて、ステーションの周知・広報を実施

●市民や福祉関係者等がステーションを活用できるよう周知が必要

⇒チラシの配布や市の広報紙・ホームページを活用

●ステーションの運営には、家庭裁判所や後見関係団体との連携が必要

⇒関係機関へ案内文を送付
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市広報紙記事

市ＨＰ記事 http://www.city.ibara.okayama.jp/docs/2020031600015/



相談対応
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●総合的な成年後見制度に関する相談に対応

主な対応の内容

制度の紹介、申立て方法や後見人等候補者に関する助言、書類作成支援、

任意後見に関する支援等

●必要に応じ、市長申立てや成年後見制度利用支援事業（報酬助成・申立て

費用助成）の利用へ

●被後見人等や後見人等へ支援が必要な場合、関係者や関係機関と連携し、

支援体制を構築して支援を行う

●64歳以下の障がい者に関することについては、担当部署
（障がい福祉担当課）へ引継ぎ



市直営の強み（市役所内での連携）
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●相談対応の中で必要が生じた際は、他部署と連携

⇒他部署への相談の中で成年後見制度利用の支援の必要性が生じた場合、

成年後見ステーションへ

●特に障がい福祉担当課や消費生活相談担当課とは、権利擁護支援の関係で

連携をすることが多々

⇒同じ庁舎内に集約されており、相談や協働が容易

●市役所に行けば必要な権利擁護支援に繋がる体制

（市直営の強みを活かした権利擁護支援体制）



井原市権利擁護アドバイザー会議（受任調整）
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●公益財団法人リーガル・エイド岡山と権利擁護アドバイザー契約

⇒アドバイザーとして弁護士・精神保健福祉士を派遣

●随時相談ができる体制に加え、関係者を交え毎月1回、事例検討会

（権利擁護アドバイザー会議）を開催

●受任調整が必要な案件については、弁護士から財産管理、精神保健福祉士から

身上監護、それぞれの観点で助言を受けながら、適切な成年後見人等候補者

や本人への支援方法等を協議

●協議結果をもとに、成年後見人等候補者の打診を実施

⇒打診の際や裁判所へ申立て書類を提出する際、協議結果を資料として送付



市民後見人の養成
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●平成23年度から市民後見人の養成を開始

⇒累計18名養成 22件の案件に対応

Ｒ3.5.1現在、14名登録 8件の案件に対応中

●平成30年度以前は市民後見人個人で案件に対応

●令和元年度より、市民後見人全員が「NPO法人井笠いきいきネット」へ加入

（法人会費は井原市が負担）

⇒市と法人両方からのバックアップを受けながら、法人会員として案件に対応

●市民後見人には75歳の定年を設定

⇒希望者は法人と協議のもと、定年後も法人会員として案件に対応

（ただし市民後見人ではなく、法人会員としての扱いに）



12

井原市民後見人養成の流れ



成年後見制度の広報
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成年後見制度講演会

●市民後見人新規養成の際、事業の説明会を兼ねて開催

成年後見制度の普及・啓発のため、成年後見制度に関する講演を実施

※令和2年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、中止

出前講座

●市民からの要請に応じて、地域包括支援センター

職員が講師として出向き、成年後見制度に関する

講座を実施



井原市権利擁護推進会議（協議会）
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●令和元年度まで「井原市高齢者権利擁護推進会議」として開催

⇒協議内容に障がい者・消費生活相談に関することを拡張

●開催頻度：年1回

●協議内容：高齢者・障がい者の権利擁護支援体制に関する協議（虐待対応や

成年後見制度利用促進、消費者被害防止、市民後見人の養成等）

●参加者：弁護士、医師、民生委員、介護保険施設長、介護支援専門員、

精神保健福祉士、警察、消防、社会福祉協議会、社会福祉事務所長、

消費生活センター長、岡山家庭裁判所職員（オブザーバー）、

地域包括支援センター、障がい福祉担当課、消費生活相談担当課

●消費者安全法における「消費者安全確保協議会」も兼ねる
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平成28年3月 消費者庁 消費者教育・地方協力課
「改正消費者安全法について」より

権利擁護支援と消費生活相談は深く関連
類似点も多く、「協議会」と「消費者安全確保地域協議会」を兼ねることに
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令和2年10月
「令和2年度 井原市権利擁護推進会議」開催

権利擁護体制の協議を行うとともに、関係機関同士の顔の見える関係づくりへ
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成年後見ステーション設置後の変化
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成年後見関係相談対応件数

●令和元年度 66件

成年後見ステーション立ち上げ

●令和2年度 202件

市長申立て実施件数（高齢者分）

●令和元年度 2件 他1件手続き中止

成年後見ステーション立ち上げ

●令和2年度 5件 他1件手続き中止、2件次年度へ



市町村計画
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●単独での計画策定ではなく、他の計画に盛り込む形式で策定検討

●令和2年度中に第8期介護保険事業計画（令和3年度～令和5年度）

の策定作業を実施

⇒計画の中に「成年後見制度の利用促進」や「成年後見ステーション

（中核機関）」の内容を盛り込み、市町村計画として位置付けることに

※後日ホームページへ掲載予定



中核機関設置の意義や効果（担当者として感じること）
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●限られた人員が他の業務と兼務して成年後見制度に関する相談に対応

⇒相談件数が増加し、事務負担増（マンパワーの不足を痛感）

しかし、制度利用が必要な人が表出されやすくなり、早期の支援

介入が行えるようになった

●設置を進める中で、関係者・関係機関とのネットワークが広がった

⇒家庭裁判所等の関係機関と繋がりができることで、

相談や連携をしやすくなった



課題・今後について
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●金融機関との連携

金融機関に制度利用を勧められて相談に来る人が急増

消費生活相談の観点からも、金融機関との連携が必要

●より制度を利用してもらいやすくするために・・・

相談に来て制度の説明を受けるも、手間や経済的な観点から申立て手続き

まで至らないケースが多々

⇒どうすればより制度の利用に繋がる支援ができるか、検討が必要



ご清聴ありがとうございました


